
新中期経営計画新中期経営計画

前中期経営計画および株式市場
の要請から、
「市場環境の変化のみに頼らない
主体的な持続的成長」および
「資本コストと株価を意識した
取り組み」を重要視し、
新たな基本コンセプトを追加

企業理念
「創造的行動力による社会への貢献」

「Change for Growth 2026」
中期経営計画

基本コンセプト
① グループ全体の収益力強化

② 発泡樹脂製品による社会への貢献※ ③ 経営基盤の強化

長期ビジョン
『VISION 2027』
「真のグローバル
サプライヤーとして

社会から必要とされる企業」

経営方針

※「発泡樹脂製品による社会への貢献」とは、前中期経営計画における「経済価値だけでなく、
顧客や社会の課題解決などの社会的価値へと提供価値を拡大する」と同じ考え方です。

当社グループは、長期ビジョン「VISION 2027」の最終ステップとして、新中期経営計画「Change 
for Growth 2026」を策定しました。
今回策定した中期経営計画では、前中期経営計画からの課題および株式市場からの以下の要請を
受け、収益力の強化を新たなコンセプトに追加し、重要課題として取り組んでいきます。

新中期経営計画を完遂することで、「真のグローバルサプライヤーとして社会から必要とされる企業」
の実現を目指します。

 「Change for Growth 2026」で目指す姿

これまで基本コンセプトとして掲げていた「発泡樹脂製品による社会への貢献」「経営基盤の強化」に
加えて、今回の新中期経営計画では「グループ全体の収益力強化」も掲げました。
それぞれの具体的な取り組み内容は以下の通りです。

「Change for Growth 2026」のポイント

新中期経営計画においては、４つの成長エンジンを中心とした収益性の高い成長分野に経営資源を
集中することで、収益の最大化を図り、資本効率の向上を目指すべく、以下のような目標を設定しています。

「Change for Growth 2026」の数値目標

● 組織の最適化・新たな戦略的枠組みの構築と
  経営資源の有効な活用
● 事業領域の拡大、事業地域の拡大、
  ポートフォリオの検討
● 資本財務戦略の推進

① グループ全体の収益力強化

● 新人事制度の運用による働きがいのある企業風土の醸成
● マテリアリティマネジメント、カーボンニュートラル、
  人的資本への取り組みなど、非財務分野に対する
  KPIの設定と推進

③ 経営基盤の強化

● 環境対応型製品比率の拡大による社会貢献と
  高収益化の推進

② 発泡樹脂製品による社会への貢献

・市場環境の変化のみに頼らない主体的な持続的成長
・資本コストと株価を意識した取り組み

2024年3月期実績 2027年3月期目標 最終年度
2024年3月期比

0.7ポイント5.6％ 6.3％

14.2％6,391百万円 7,300百万円

28.0％8,127百万円 10,400百万円

32.2％7,563百万円 10,000百万円
18.5％135,051百万円 160,000百万円

経常利益
営業利益率
営業利益
売上高

親会社等に帰属する
当期純利益

自己資本利益率
（ROE） 0.2ポイント以上7.0％以上6.8％

90米ドル／バーレル

前提条件 2024年3月期実績 2027年3月期計画

82米ドル／バーレル

141.2円／米ドル
153.2円／ユーロ
19.9円／人民元

140円／米ドル
150円／ユーロ
20円／人民元

ドバイ原油価格

為替
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新中期経営計画

当社グループの今後の成長に向けて、以下の４つの成長エンジンに経営資源を集中することで、市場環境の変化に対応しながら事業
の拡大と収益性の向上を実現します。

 ４つの成長エンジンと機会・リスク

経営資源の有効活用と持続的な成長の実現に向けて、コーポ
レート部門や研究・新事業開発部門においても成長戦略を策定
しました。

 コーポレート部門、
 研究・新事業開発部門の戦略

新中期経営計画においては、これまで同様４つの成長エンジンに経営資源を集中させながら、コーポレート部門および研究・新事業開発部門において
も成長戦略を策定することで、持続的な成長の基盤を作っていきます。

● 年齢や勤続年数を重視した制度から、
職責や期待する役割・能力を重視した
人事管理へ

● 多様化するキャリアパスへの対応や
専門性が生かされる仕組み作り

● 詳細は後掲15～16ページを参照ください

● 2024年問題への対応を機会と捉え、
効率的な配送体制へ移行。
物流費の低減にもつなげる。

● 適正在庫の追求と倉庫の集約等による
コスト削減

● DX実現に向けたデジタル化、
データ利活用

● デジタル人材育成による、
DXを推進する体制の構築

人事戦略

資本財務戦略

物流改革

情報リテラシーの
向上とDX推進

● IＲ情報の発信力強化と投資家との
さらなる対話の推進

● ARPRO®のブランド力向上に向けた
取り組み

IR戦略

● 研究開発と新事業開発の連携を強化し、
基礎技術や社外技術の事業化を推進

研究開発
新事業開発

※１ ARPRO®事業：発泡ポリプロピレン(EPP)事業は、ピーブロック®とARPRO®のブランドを統一しました。
※２ FPD：フラットパネルディスプレイ

ARPRO®事業※1
（自動車部品等）

建築住宅断熱材
（高付加価値製品） FPD※2表面保護材 新たな事業領域

● デジタル化社会の
進展とライフスタイルの
変化

● 地球温暖化対策
● 省資源

● 脱炭素
● エネルギーシフト

● 軽量化
● 省資源など社会課題との

関係

押出事業押出事業ビーズ事業 押出・ビーズ事業
その他事業区分

４つの成長
エンジン

機会
● 液晶、有機EL、大型など
ディスプレイの高性能化や
大型化にも対応が可能

● FPDを用いるデバイスが
増加傾向であり、今後も
販売量は中長期的に成長

リスク
● ウェアラブル端末などディス
プレイの小型化

● FPDの供給能力の急速な
拡大による生産拡大と
生産調整のバランス

機会
● 省エネ基準の適合化で、
断熱性能の高い当社製品
は採用の機会が増え、使用
量も増加

● プレカット品の販売拡大に
より施工効率を高め、労務
費の高騰に対応

リスク
● 住宅建築費用高騰、少子
高齢化による着工件数低下
の懸念

機会
● EVシフト、カーボンニュート
ラルなどの要請に応じた
軽量化技術の高まり

● サーキュラーエコノミーと
リサイクル原料へのシフト

リスク
● ニューノーマルによる移動
活動の減少

● 少子高齢化、カーシェア
などの自動車離れ

機会
● 射出成形市場への進出に
よる発泡樹脂用途の拡大

● 複合化など技術的優位性
の地位を確立

● 他製品の製造プロセスマネ
ジメントなどから発泡事業
の製造効率化にフィード
バック

リスク
● 開発製品の市場投入の
競争力（競合素材との製造
能力の規模、価格、性能）

市場の高い成長性に加え、
顧客要求に対する技術提案力
と新規顧客獲得により増販を
目指す

出資する射出成形事業会社
の売上規模拡大と国内開発
案件（ブロー品等）の事業化
に向けた取り組み

住宅着工件数が伸び悩む中で、
ミラフォーム®Λ（ラムダ）やプレ
カット品等の高付加価値製品
の拡販により、収益性を向上
※新中計より高付加価値製品の
増加率で計画を策定

インド・メキシコ北部に進出、
環境対応型製品、非自動車
分野への用途拡大、ブランド
戦略の推進による増販

機会・リスク

売上高
50億円

販売数量
21％増

販売数量
15％増

販売数量
23％増

計画
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財務戦略　 財務戦略　 
全体戦略全体戦略

 「Change for Growth 2026」の定量目標とこれまでの中期経営計画の実績

 「Change for Growth 2026」収益推移
収益力の強化により、売上高、営業利益とも過去最高を目指します。

2027年3月期計画2024年3月期実績前中計前提条件

50米ドル／バーレル

105円／米ドル
125円／ユーロ
15円／人民元

前々中計

55米ドル／バーレル

113円／米ドル
133円／ユーロ
17円／人民元

82米ドル／バーレル 90米ドル／バーレル

141.2円／米ドル
153.2円／ユーロ
19.9円／人民元

140円／米ドル
150円／ユーロ
20円／人民元

ドバイ原油価格

為替

18.5%

0.7ポイント

2024年
3月期比

2027年
3月期計画

実績
（2024年3月期）

前中計定量目標
（2024年3月期）

前々中計最終年度
（2021年3月期）

6.3%
10,000百万円
160,000百万円

5.6%
76億円

1,350億円

6.4%
77億円

1,200億円

5.1%
52億円

1,027億円売上高

営業利益

営業利益率

32.2%

2024年３月期の実績として、欧米を中心に海外事業（ARPRO®事業）が堅調に推移しま
した。為替の影響もあり、売上高は大幅に達成し、営業利益は目標に近い水準に達すること
ができましたが、利益率の向上が課題として残りました。
上記を受けて収益性向上に向けて、新中期経営計画では以下の取り組みを遂行していきます。

● グローバルニッチのマーケットリーダーとして、さらなる競争優位性の追求
● 4つの成長エンジンを中心とした収益性の高い成長分野への集中投資
● ARPRO®事業は自動車部品だけでなく、非自動車部品分野の拡販に注力
● 高まる環境ニーズに対して、環境対応型製品の拡販による差別化　
● 高付加価値製品の拡販や生産性向上によるコストダウン、適切な価格転嫁の実施

114,904

2016年3月期

売上高（海外） 売上高（日本）

ドバイ原油営業利益

単位：百万円

2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期 2027年3月期

Deepen & Grow 2017 Deeper & Higher 2020 Change for Growth Change for Growth 2026Change for Growth 2026Change for Growth 2026Change for Growth 2026

$46

9,278 9,612

109,048 114,284 116,133 113,375
102,668

114,125

131,714 135,051
146,000

160,000

$47

9,105

$56

$69

5,479

$60

5,083

5,185

$45

$78

4,589

$93

2,956

$82

7,563

$90

7,000

$90
10,000

$90

原材料価格などの上昇と価格転嫁の遅れ
や、主にアジア地域における収益性の低下
などにより利益が低下

2019年3月期～2023年3月期
原材料価格などに対する価格転嫁の進展
により、利益水準の回復

2024年3月期パンデミックの影響により売上高低下
2021年3月期～2022年3月期

収益性の高い成長分野に経営資源を集中
することにより最高益を目指す

2025年3月期～2027年3月期
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財務戦略　 
全体戦略全体戦略

当社は、株主の皆様への利益還元
を重要な政策として位置づけてい
ます。利益の配分につきましては、
安定的な配当の継続を重視すると
ともに、資本効率の向上と株主還元の
充実を図ることを基本方針とします。
具体的には、連結業績と将来の事業
展開に必要な内部留保と株主還元
のバランスに留意しつつ、連結当期
純利益35％以上の配当性向を目安
として、総合的に決定する方針として
います。 

120

キャピタルアロケーション（2025年３月期～2027年３月期累計）
営業キャッシュ・フローをベースに、収益性強化を目的とした戦略的投資を実施予定で
あり、ARPRO®事業の増産・合理化投資に注力することで収益の最大化を図ります。

株主還元方針
資本政策の一環として株主還元を強化するため、株主還元方針を見直しました。

キャッシュ・イン キャッシュ・アウト

株主還元
配当性向35％以上

維持投資等
150億円

戦略的投資
150億円

M&Aほか

営業CF
370億円

負債調達
など

293
億円 215

億円

300
億円

投資金額
押出
ビーズ
共通

60億円
210億円
30億円

セグメント

2025年3月期～
2027年3月期

2022年3月期～
2024年3月期

2019年3月期～
2021年3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

2027年
3月期

（予想）

（配当性向35％以上）

50 50 50 50 50 65 80

配当金（円/株）

株主還元方針

インド新工場
メキシコ第2工場
北米増産投資
生産設備最適化

主な戦略的投資の内容

外部からの資金調達が
必要な場合は柔軟に対応

資本政策の一環として
株主還元を強化

株主還元方針の見直し

資本コストと資本収益性に関する
現状分析の結果、PBRとエクイティス
プレッド（ROE-株主資本コスト）に
相関関係があることを確認したため、
資本効率を意識した経営に向けて、
株主資本コストを上回るROE水準の
継続的な確保（エクイティスプレッド
プラス）と拡大を目指します。

資本収益性の向上 資本構成の最適化
資本収益性と財務健全性を両立した最適資本構成に向け、B/Sコントロールを意識した
財務運営を行っていきます。

2015/
03/31

2016/
03/31

2017/
03/31

2018/
03/31

2019/
03/31

2020/
03/31

2021/
03/31

2022/
03/31

2023/
03/31

2024/
03/31

12.0%
10.0%
8.0%
6.0%
4.0%
2.0%
0.0% 2024年

3月期
2023年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2016年
3月期

2015年
3月期

6.6%
8.9% 10.4% 9.0%

5.4% 4.5% 3.7% 3.4% 2.8%
6.8%

2.0x
1.8x
1.6x
1.4x
1.2x
1.0x
0.8x
0.6x
0.4x
0.2x

5.0%
4.0%
3.0%
2.0%
1.0%
0.0%
-1.0%
-2.0%
-3.0%
-4.0%

エクイティスプレッドプラス

エクイティスプレッドマイナス

PBRとエクイティスプレッドの関係

※各年のエクイティスプレッドは過去10年の株主資本コスト平均（6.0%）をベースに算定

有利子負債
246億円

手元流動性
193億円

負債515億円

2027年3月期2024年3月期

純資産（自己資本）の
コントロール

有利子負債手元流動性

負債

純資産総資産

純資産
1,001億円

総資産
1,516億円

財務健全性を
維持しつつ、

成長投資に関しては
有利子負債も活用、
また株主還元を
強化し純資産
（自己資本）を
コントロール

コントロール

ROE 株主資本コスト（過去10年平均）

過去の推移から推定される
株主資本コストは6～7%程度

ROE推移

PBRとエクイティスプレッドの関係ROE目標

PBR エクイティスプレッド

中長期的に 8%以上

2027年3月期に 7%以上

自己資本比率と外部
格付を注視しながら
コントロール

財務健全性

月商とリンクして適正
レベルを確保していく

手元流動性
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財務・非財務ハイライト　 財務・非財務ハイライト　 
全体戦略全体戦略

設備投資/研究開発費

2019 2020 2021 2022 （年度）
0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000
（百万円） （百万円）

12,174

5,843
2,312

2,246
2,183

2,277

0
2,000
2,100
2,200
2,300
2,400
2,500

8,427

2023

2,361

6,012

■ 設備投資（左軸）　　 研究開発費（右軸）

従業員数※/平均勤続年数※

※単体の数値

2019 2020 2021 2022 （年度）

645

737 737 757
13.8

13.0 13.4 14.3

2023

757

15.2

600

700

0

800
（名）

5

10

0

20

15

（年）

従業員数（左軸）　　 平均勤続年数（右軸）

経常利益/売上高経常利益率

2019 2020 2021 2022 （年度）
0

1,000
2,000
3,000
4,000
5,000

9,000
8,000
7,000
6,000

（百万円）

5,210

5,519

4,868
3,363 2

3

0

4

5

6
（%）

5.4
4.6 4.3

2.6

2023

8,127

6.0

■ 経常利益（左軸）　　 売上高経常利益率（右軸）

7,175

財務ハイライト 非財務ハイライト

■ 営業利益（左軸）　　 売上高営業利益率（右軸）

営業利益/売上高営業利益率

5,083 5,185
4,589

2,956
2
3

0

4
5
6

（%）

2019 2020 2021 2022 （年度）

4.5
5.1

2.2
7,563

2023

5.6

4.0

1,000
2,000
3,000
4,000

6,000
7,000

5,000

8,000
（百万円）

0

原油換算エネルギー使用量※/寄与率方式によるエネルギー原単位の対前年度比※

36,638 35,049 36,855 35,068

50

0

100

150

200

2019 2020 2021 2022 （年度）
0

10,000

20,000

30,000

40,000
（kL） （%）

101.0101.0 102.3102.3 101.1101.1 96.996.9

33,607

2023

96.596.5

■ 原油換算エネルギー使用量（左軸）
　 寄与率方式によるエネルギー原単位の対前年度比（右軸）

※単体の数値

自己資本比率

60

0

70
（%）

2019 2020 2021 2022 2023 （年度）

63.4 63.9 63.9 63.5 62.8

売上高/売上高総利益率

2019 2020 2021 2022 （年度）
0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000
（百万円）

25

30

0

35
（%）

113,375 102,668 114,125
131,714

20
26.6 28.0

25.5
22.1

2023

135,051

26.1

■ 売上高（左軸）　　 売上高総利益率（右軸）

129,053

85,561

2020

134,527

90,231

2021

100,069

151,605

2023

96,123

144,528

2022

総資産/純資産

■ 総資産　■ 純資産

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

（年度）

（百万円）

67,367
62,991 66,240 63,033

CO2排出量※/2013年基準温室効果ガス排出量指数※

0
30,000
40,000
50,000
60,000
70,000
80,000

70

0

80

90

100

2019 2020 2021 2022 （年度）

（t-CO2） （%）

83.983.9
78.478.4

82.582.5
78.578.5

60,100

2023

74.874.8

84,646

128,445

2019
■ CO2排出量（左軸）　    2013年基準温室効果ガス排出量指数（右軸）

※単体の数値

１株当たり配当金/配当性向

0
1,000
2,000
3,000
4,000

7,000
6,000
5,000

（百万円）

3,638
3,017 2,893

2,531
2
3

0

4
5

7
6

4.5
3.7 3.4 2.8

親会社株主に帰属する当期純利益/ROE

2019 2020 2021 2022

6,391

6.8

2023 （年度）

（%）

■ 親会社株主に帰属する当期純利益（左軸）　　 ROE（右軸）

有給休暇取得率※

2019 2020 2021 2022 （年度）

50

60

0

80

70

（%）

68.4 65.8 67.7 68.1

2023

75.3

※単体の数字

0
10.00
20.00
30.00
40.00
50.00

70.00
60.00

50.00
20
30

0

40
50

70
60

50.00 50.00

2019 2020 2021 2022 （年度）

41.0 49.4 51.5
58.9

50.00

2023

29.3

65.0065.00
（円） （%）

■１株当たり配当金（左軸）　　 配当性向（右軸）

JSP Corporate Report 2024 17 価値創造の戦略



人材戦略人材戦略
全体戦略全体戦略

人的資本に関する考え方および取り組み
JSPグループは、人的資本を経済的価値と社会的価値
の創出のための源泉と位置づけています。経営方針
「Deliver with WOW！」で示すように、「社員一人ひとり
がワクワク感を持って仕事をする」ことが創造的な行動力
となり、「顧客と消費者に感動を届ける」こと、また「株主
と地域社会に満足を届ける」ことを果たすことで、長期ビ
ジョンであるVISION 2027「真のグローバルサプライヤー
として社会から必要とされる企業」となり、企業理念である
「創造的行動力による社会への貢献」を実現します。
人的資本に関する指標と目標一覧
➡ https://www.co-jsp.co.jp/sustainability/s/s_humancapital.html

１．新中期経営計画において新たなマテリアリティ
「人材の多様性」を追加
2024年4月に発表された新中期経営計画において、新たなマテリアリ

ティとして「人材の多様性」を追加しました。これは、これまで「人材育成の
強化」の中に記載していた項目について改めて内容を見直し、新たに
「人材の多様性」というマテリアリティを設定して一部移管しました。ダイバー
シティ&インクルージョンの推進により、多様な人材が能力を発揮できる
環境を整え、企業価値の向上につなげることが狙いです。具体的な内容は
以下であり、より全社を挙げて取り組んでいきます。

２． マテリアリティ「人材育成の強化」の目指す姿
これまでの「人材育成の強化」の取り組みは、階層別研修における内容
のブラッシュアップでしたが、今年度より、さらに欠如していた階層への
研修として「若手中堅社員研修」、経営陣のスキルアップを目的とした
「執行役員向け研修」を追加して実施しています。

３．新人事制度の目的と改定のポイント
経営方針「Deliver with WOW!」には、社員一人ひとりがワクワク感

を持って仕事をすることで、社会から必要とされる企業を目指すという
思いが込められています。その施策の一つとしてこのたび新人事制度
を導入しました。
その目的は、①経営戦略を後押しする人事制度にすること、②年功
序列の人事管理から役割・能力を重視した人事管理への転換、③ポジ
ションと役割、報酬の連動、となります。改定の主なポイントは、①職能
資格制度から役割等級制度への変更、②優秀な人材を早期に抜擢
する新昇格制度の実施、③基本給連動から役割給連動を基礎とした
賞与支給制度の変更、であり、より社員一人ひとりがワクワク感を持って
仕事ができるよう制度面での後押しになればと考えています。

４．マテリアリティ「働きがいのある企業風土の醸成」の
取り組み実績と今後の方向性
「働きがいのある企業風土の醸成」の取り組みとして、このたび子育て
世代への支援策として報酬体系に「子ども手当」を新設しました。また、
シニア層の活躍を後押しすることを目的として、役職定年を廃止、
定年後の嘱託制度についても役割によって報酬に差異を設ける制度
に変更しました。

５．「VISION 2027」の基本方針「経営基盤の強化」の取り組み
である「人材育成システムの強化」と「働き方改革」の進捗
長期ビジョン「VISION 2027」の基本方針である「経営基盤の強化」

の取り組みとして、「人材育成システムの強化」と「働き方改革」が掲げられ
ており、「人材育成システムの強化」に関しては、掲げた目標を現在実施して
います。また、「働き方改革」に関しては新人事制度の導入がメインの施策
であり、こちらも実施中です。
今後はこれらの施策をブラッシュアップしながら推進していく方針です。

戦略
人材育成方針として、企業の発展には、社員一人ひとり
の成長が欠かせないと考え、新卒およびキャリア採用者
に対する入社研修をはじめ、若手中堅社員研修および主任
研修を実施しています。また、部下がワクワク感を持って
仕事をし、活躍する組織にするためには、中間管理職および
上級管理職に対するマネジメントのスキルアップを目的と
した、階層教育、研修機会の充実による人材育成の強化が重要
と考えています。
社内環境整備としては、育児と仕事の両立のため、男性育児
休暇の取得率を上げていくこと、個人のキャリアパスを考慮
した人材配置に努めることでエンゲージメントの向上を
図り、働きがいを感じられる企業風土を醸成していきます。
職場環境としては、災害の発生がなく従業員が安心して
働ける職場作り、従業員のメンタルヘルスケア等、労働安全
に努めています。
男性／女性、若手／高齢者、キャリア採用、障がい者等、

すべての従業員が活躍し続けられるよう、多様な人材を
採用・雇用していきます。

『新人事制度のもと、社員一人ひとりが
「Deliver with WOW!」を
実行できる環境を作る』

取締役 常務執行役員　
総務人事本部長

竹村 洋介

※1 当該指標および目標は、各連結子会社の規模・制度が異なり、統一的な指標および目標
を設定することが困難であるため、2023年度については、当社単体の記載としています。

※2 障害者の雇用の促進等に関する法律第43条第7項により報告した2023年6月1日時点
の障害者雇用状況報告書に基づいています。

項目 指標マテリアリティ 2026年度目標 2023年度実績
研修と教育の充実
（JSP単体）※1 階層別研修費用 2023年度実績比15.0%増 33百万円
男性育児休暇取得の
推進（JSP単体）※1

男性育児
休暇取得率 60.0%以上 47.6%

エンゲージメントの向上
（JSP単体）※1

エンゲージメント
指数 51.0 49.8

休業災害の未然防止 休業災害件数
重大災害件数

0件
0件

16件
0件

女性管理職登用の推進
（JSP単体）※1 女性管理職比率 10.0% 6.0%
キャリア採用の維持推進
（JSP単体）※1 中途採用者比率 維持推進

人材育成の
強化

働きがいの
ある企業
風土の醸成

労働安全

人材の
多様性

48.6%

障がい者雇用の維持推進
（JSP単体および特例子会社
のJSPモールディング（株））※1

障がい者雇用率 5.0%以上維持 5.8%※2

＊人的資本に関するマテリアリティの指標および目標

人事担当責任者メッセージ 方針・戦略
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人材戦略　 
全体戦略全体戦略

事業創出のための人材採用と人材育成強化に取り組み、会社
と従業員が互いに成長できる場を提供します。

従業員の今後のキャリア希望や、日頃感じていることを会社に
申告する制度です。自分の意見、希望を会社に伝えることで、
風通しをよくすると同時に社内の意見統一を図る機会として
設けています。

自己申告制度

階層別研修の一覧表
研修一覧（2023年度）

業務上必要な資格の取得費用や、公的資格の登録者への資格
手当の支給など、業務上必要な資格の取得を会社として支援して
います。

業務上必要な資格の取得支援

●定期健康診断
●従業員支援プログラム（Employee Assistance Program）
●フレックスタイム制　
●長時間労働抑制
●育児休業、介護休業への取り組み
●有給休暇の取得推進
●エリア総合職制度
➡ https://www.co-jsp.co.jp/sustainability/s/s_work.html

従業員一人ひとりがワクワクした気持ちで「働きがい」や
「やる気」を持って働くには心身の健康保持とそれに向けた取り
組みが根底にあると考えています。当社では、さまざまな職場
環境の整備を行っています。

労働施策総合推進法に基づく中途採用比率の公表について、
以下の通り公表しています。

中途社員採用

120

研修内容研修名 期間
ビジネスマナー（2日）、
各部署からの説明および製造現場の見学
各部署からの説明、製造現場の見学

中堅社員に求められる役割、マネジメントサイクル、
フォロワーシップ、コミュニケーション、キャリアビジョン、
コンプライアンス
マネージャーとプレイヤーの違い、リーダーシップ、
フォロワーシップ、課題設定・解決力、
コミュニケーション、ピアコーチング、コンプライアンス、
会計、内部統制・監査、サステナビリティ
マネージャーの役割、リーダーシップ、組織課題設定・
解決力、ファシリテーション、傾聴、コンプライアンス
管理職の役割、事業戦略、ビジョン策定、
組織風土醸成、コンプライアンス

OJTの意義・仕組み、教育担当者の役割理解、
育成・指導スキル、事例研究、育成計画
人事評価、面談スキル、目標管理
組織マネジメント変革、リーダーに求められる行動、
フィードバックスキル、コーチング、傾聴
部門長に求められる役割、組織ビジョンの構築と浸透、
組織風土の醸成、部下管理職（次期部門長）の育成

定年後のライフデザイン、再雇用制度、企業年金制度、
公的年金制度

新入社員研修

新人フォロー研修

若手中堅社員研修

新任主任研修

6等級研修

管理職研修

新人教育担当者研修

新任考課者研修

新任グループ長研修

上級マネジメント
研修

ライフプランセミナー

10日間

3日間

2日間

3日間

3日間

2日間

2日間

2日間

3日間

3日間

1日間

シニア人材の活躍推進
60歳以降の働き方に対する意識は個人差が大きく、今後
ますます多様化していくことが予測されます。
当社では6 0歳以降も働き甲斐のある職場環境作りを
目指し、シニア人材に寄り添った人事制度の運用を行って
います。従業員の体調に応じて短時間勤務を選択できる
仕組みなど社員それぞれの事情や価値観に応じた働き方の
相談に対応し、各種情報の提供など総合的にサポートして
います。

障がい者雇用推進
当社グループは、企業にとって多様性が競争力や発展の原動
力になると考えています。
当社グループは人種、国籍、性別、障がい、宗教、年齢などさま
ざまな個人や集団の間での違いを受け入れ、認め、生かしていく
ことによって、企業そのものの力を強化し、従業員も能力を
発揮できる環境を作りたいと考えています。
現在当社グループの一員であるJSPモールディングでは、
障がい者の雇用を促進しており、特例子会社として認定され、
多くの方々に活躍してもらっています。長きにわたるその取り組み
に対し2015年10月、厚生労働大臣から表彰を受けています。
また栃木県鹿沼市内にある施設「社会福祉法人希望の家」
の入所者の方々に、組み立てや加工などさまざまな業務発注
を実施しています。当社グループは、作業などを細分化し
多くの方々に作業をシェアできるような取り組みや適材適所
の配置を行うことで、より定着率の高い雇用体制と作業効率
の向上を実現しています。 雇用の多様化が求められてい
る現在当社グループは多様性が企業競争力の源泉になると
考えています。

今後も、ダイバーシティマネジメントの観点からさまざまな
価値観を共有しながら個人が能力を発揮できる企業であり
たいと考えています。

ダイバーシティ&インクルージョンを推進し、従業員が互いに
尊重し合い､活躍し続けられる心理的安全性が担保された職場
を目指します。

女性活躍推進
当社では、若年層からの計画的な育成や社内において各種制度
の検討を行うとともに、諸施策を推進することで女性活躍推進を
目指しています。

人材育成の取り組み

キャリア支援

ダイバーシティの取り組み

ワークライフバランスの取り組み

2021年度 2022年度 2023年度

正規雇用労働者の中途採用比率

（公表日：2024年6月27日）

67% 51.4% 48.6％
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押出事業本部長メッセージ 押出事業本部長メッセージ 
セグメント別戦略セグメント別戦略

全体方針

2023年度の振り返りと市場動向

　2023年度の業績について、押出事業全体の売上高は420億円
で前年度並み、営業利益は20億円で前年度比17.6%の増益
となりました。販売数量は前年度を若干下回ったものの、売上
高が前年度並みで利益が増えた理由としては、一つは原材料
が上がった分の価格改定が進み、全体に単価が上がったこと。
もう一つは高付加価値製品の販売が増加したことにあります。
　事業部ごとの概要と振り返りについて、まず生活資材事業部
の主力製品は、主に食品トレーやカップ麺の容器に使われる
発泡ポリスチレンシートです。前中計3か年の販売量は比較的
安定していましたが、コロナ禍では巣ごもり需要で販売量が伸び
ました。昨年5月に感染症5類に移行したことに伴い、販売量は
安定しながらも若干減少しています。また、カーボンニュート
ラルへの取り組みでプラスチックから紙に代えるお客様もいま
すが、影響は軽微です。発泡製品の保温性など機能面で評価
されていることが大きな理由と言えます。

　産業資材事業部の主力製品としては、家電製品などの産業
用包装材を中心に使われる発泡ポリエチレンシート「ミラマッ
ト®」があります。またFPD（フラットパネルディスプレイ）表面
保護材は、中計における成長エンジンの一つです。この製品は、
コロナ禍にモバイル端末やテレビの需要が伸長したのに伴い、
販売が好調でした。コロナ禍明けの一時的な減少から回復期待
があったものの、中国経済の停滞が長引くなどで回復は遅れ
ています。ただ、FPDの需要は底堅く、2024年下期以降は再
び上昇局面に入ると見ています。
　建築土木資材事業部の主力製品は、住宅用断熱材の発泡
ポリスチレン押出ボード「ミラフォーム®」と高性能断熱材の
「ミラフォーム®Λ（ラムダ）」です。住宅用断熱材の需要は、住宅の
着工件数に影響されます。国内の人口減少が続く中、当社の
断熱材の販売量は前年度比90%弱となり、特に木造住宅向け
は同80％に落ち込みました。その一方、オフィスビルや学校等の

公共施設、保冷車向けが増加しました。価格改定効果と合わせて、
事業部全体では前年度並みの売上を維持することができました。
　住宅着工件数は減少基調ですが、2025年以降の省エネ
基準の適合義務化に向け、先取りで高断熱住宅の建設が増加
しています。また、住宅一棟あたりの断熱材使用量も着実に増えて
います。当社としては、そうした流れに的確に応えることで着工
件数自体の減少をカバーしていけるものと見込んでいます。

　新中計に掲げた定量目標では、押出事業全体の売上高は2027
年3月期に2024年度比13％増の540億円、営業利益は同20％増
の26億円を掲げ、増収増益を目指しています。国内市場は成熟
しており、販売数量の右肩上がりは望めません。しかし、押出発泡
プラスチックが活躍できる場所はまだまだたくさんあります。

顧客ニーズに応え、高付加価値製品の拡充へ

2024年3月期 2024年3月期比

取締役　執行役員　
押出事業本部長

半根 隆巳

高付加価値製品を成長エンジンに。
技術革新や生産力増強を進めることで、
収益力の強化を図っていきます。

※2025年3月期より、セグメント情報の「その他」は、人材と資産活用の観点から親和性の高い
押出事業と統合しています。
なお、2024年3月期の実績は、変更後のセグメント区分により組み替えた概算値となります。

●経営資源配分の最適化、効率的な設備投資の実現
●リサイクル技術開発の推進と実用化
●省資源・バイオ素材活用など環境対応型製品の展開
●最大生産拠点である鹿沼事業所の再構築による効率化と収益力の向上

成長エンジン 製品別戦略
建築住宅断熱材：改正建築物省エネ法による省エネ基準適合義務化に向けた

ミラフォーム®Λ（ラムダ）の拡販
FPD表面保護材：技術提案力を生かし、市場ニーズに対応した高付加価値製品

の開発と拡販

2024年3月期 2027年3月期 2024年3月期比

4.5％

2,161百万円

47,756百万円

4.8％

2,600百万円

54,000百万円売上高

営業利益

営業利益率

13.1％

20.3％

0.3ポイント
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押出事業本部長メッセージ
セグメント別戦略セグメント別戦略

　押出事業の生産工場は、北海道、鹿沼（栃木）、関西、九州の
4か所にあり、そのうち関西と鹿沼は押出全事業部の製品の生産
を担っています。特に鹿沼は当社グループ最大規模の生産設備
を備えていますが、JSPの成長とともに少しずつ必要な設備を
後付けで追加してきたため、現状では決して生産効率が良い
とは言えません。
　そこで、新中計において鹿沼事業所の再構築を重要取り組み
事案として掲げました。ただし、この中計期間で完成を目指すの
ではなく、あくまで長期計画のファーストステップと捉えています。
また鹿沼事業所では、3事業部の枠を超えて技術や設備をバランス
良く運用することにより、開発・生産・出荷の一貫体制を最大限に
効率化できるようにします。これも事業本部制にした狙いの一つ
です。
　今後は高付加価値製品に力点をおいていきますが、汎用品に
ついても自動化などにより生産効率を高め、利益率を上げて
いこうと考えています。押出事業の最適なポートフォリオを構築
していくという観点でも、またJSPの持続的な企業価値向上の
観点でも、鹿沼事業所の再構築は極めて重要なプロジェクト
といえます。

　押出3事業で使われる原料は、生活資材事業部と建築土木
資材事業部はポリスチレンが中心で、産業資材事業部はポリエ
チレンとポリプロピレンが中心です。
　いずれも汎用樹脂であり、架橋反応などリサイクル性を極端
に阻害するような工程は製品設計段階から採用せず、再資源化
を考慮しているため非常にリサイクル性に優れています。前述
した断裁加工についても自社工場内で行っている製品について
は、端材が出ても概ね再製品化が実施されています。しかし、

最大生産拠点、鹿沼事業所の再構築顧客ニーズの質的な変化にしっかり対応していくことが成長
のポイントと考えています。
　建築土木資材分野では、「ミラフォーム®Λ（ラムダ）」や建築
現場での施工性を向上するプレカット品など、高付加価値製
品を成長エンジンと定め、拡販に注力することで収益力を強化
していきます。
　国内では住宅の断熱基準の義務化をきっかけに、今後ます
ます住宅の高断熱化が求められてきます。「ミラフォーム®Λ
（ラムダ）」はそうしたニーズに応えられる製品であり、これま
でも数多くの木造住宅の床下断熱に採用されてきました。当社
では床だけでなく壁の断熱も強化するために、新しい付加断
熱工法を開発・提案し、さらなる普及を図っていきます。
　今後は、住宅のエネルギー効率をさらに高めるべく、当社が
開発した割付断裁断熱工法もより推進していく考えです。これ
は、当社工場でプレカットした断熱材を現場で木枠にはめ込んで
いく断熱工法です。現場での省力化による人手不足の解消のみ
ならず、建築効率の向上、現場で出る端材の減少など、建築現場
での生産性向上と環境保全の両面に大きく貢献します。
　産業資材分野では、FPD表面保護材向けの発泡ポリエチレン
シート「ミラマットエースⓇ」を中心に、年率7～8％で伸びるという
市場予測があり、顧客開拓を積極的に進めています。ちなみに、
一般のプラスチックは静電気を帯びやすいため帯電防止処理が
施されていますが、効果が持続しない上に表面を拭くと簡単に
取れてしまいます。その点、独自の加工を施した「ミラマット
エースⓇ」は効果が半永久的に持続し、保護対象物を汚さないと
いうメリットもあることから、お客様からの高い評価をいただいて
います。
　さらにこの「ミラマットエース®」は、静電気を起こさないと
いう特性を生かし、半導体を保護する分野への進出も考えて
います。汎用品から一歩進んだ高付加価値製品へ、バランスを
取りながらポートフォリオの切り替えを進めることで収益力の
強化につなげていきます。

リサイクル価値を高め、人材を生かしていく

リサイクル率は100％とは言えませんので、改善の余地はあり
ます。ご承知のようにプラスチックは燃やせば二酸化炭素が大気
中に排出されますが、リサイクルの仕組みではその心配もありま
せん。大きなエネルギーをかけずに資源に戻せることは、これから
の資源循環型社会において大きな強みであり、当社グループ
はこれをさらに推し進めていくことで、サステナブルな社会に貢献
していきたいと思います。
　社会に貢献することで企業を持続的に成長させていくため
に、最も大事なのは人材です。当社グループには多様なアイデア
を考え、開発し、社会に組み込むことに長けた人が多いと実感
しています。そんな組織の強み（特長）をさらに伸ばしていくこと
が、本部長としての私の役割です。
　私自身、入社以来、いろいろな職場でさまざまな仕事を経験
したことが現在に生きていると感じます。これからの若い世代
にも、未来に生かせる多様な経験を積んでもらいたいと思って
います。そのために、自由にモノを言い合える、風通しの良い職場
作りを進めます。多様な価値観や能力を持つ、多様な人材が
集まり、一つのゴールを目指す。そんなJSPにしていきたいと
思います。  
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統一ブランド「ARPRO®」を主軸に
グローバル市場を開拓し、
ビーズ事業の成長を加速していきます。

取締役　常務執行役員　
ビーズ事業本部長

佐々木 一敏

　2023年度の業績について、ビーズ事業全体の売上高は約
873億円で前年度比5.5％増となり、営業利益は約65億円で同
221％増となりました。販売数量は減少しましたが、高機能材
製品の販売増加や製品価格改定により売上が増加したとともに、
利益面ではユーティリティコストや人件費高騰の影響を受けた
ものの、売上増加やコスト削減により増益となりました。
　世界各国で製造販売している発泡ポリプロピレン「ARPRO®」
を中心とした高機能材製品は、自動車分野・非自動車分野とも
販売は底堅く推移しました。北米では競技用グラウンド基礎
緩衝材が好調に推移し、欧州ではHVAC※向けの販売増加が
業績に大きく貢献しました。一方、発泡性ポリスチレン「スチロ
ダイア®」を中心としたビーズ製品は、水産・農業分野などでの
需要減少により販売が減少しました。
　前中計期間の前半はコロナ禍の影響で販売数量が落ち込み、
2022年に一旦数量は伸びましたが、世界的な半導体不足により

自動車分野を中心に伸び悩みました。2023年度は全体的に
本格回復し、売上・収益ともに見込みを上回ることができました。
※HVAC：空調システム。Heating（暖房）、Ventilation（換気）、
Air Conditioning（空調）

　ビーズ事業の主力製品は、「ARPRO®」と「スチロダイア®」が
2本柱です。発泡ポリプロピレンの「ARPRO®」は、軽量性や断熱
性、耐衝撃性に優れていることに加え、100％リサイクルが可能
な素材である点が最大の特長です。主な用途として、自動車分野
ではバンパーやシートコア材など多様な部品が使われており、非
自動車分野では通い函ガラス搬送用ボックス、グラウンド基礎材、
HVAC向けなどがあります。もう一つの主力製品である発泡性
ポリスチレンの「スチロダイア®」はいわゆる汎用品であり、主な用途

は魚箱や野菜箱などです。国内の漁獲高の落ち込みに伴い、需要
は減少傾向にあります。今後は徹底したコストダウンによる収益
性の改善と新規事業の開拓が急務と考えています。
　2024年4月、国内事業の高機能材事業部と海外事業を統括
するグローバル事業部、およびEPS事業部を一つにしたビーズ
事業本部が発足しました。この組織再編は次の成長戦略の中核
と位置づけています。以前は、グローバル戦略と言っても、原料
開発と発泡工程は日本で行い、そのあとの成形や生産、営業販売
はそれぞれの国・地域で行っていました。今回、ビーズ事業本部
に一元化を図り、全体を見通すことによりグローバルで足並み
を揃えた技術革新と事業成長を推進できるようにしていきます。
　また、設備投資についても事業本部が全体を見渡して判断し、
地域ごとに最適な投資計画を立てていきます。国内と海外だけ
でなく、海外の各地域でも強み・弱みは異なるので、全体最適の
観点から強みはより強く、弱みは補完していくことで、世界規模

中長期目標の実現に向け、事業本部制に移行

2023年度の振り返りと市場動向

ARPRO®事業
●ARPRO®事業のグローバル戦略を推進できる組織体制へ移行
●ARPRO®ブランド戦略（グローバル対応力&開発・提案力）の推進により収益
拡大を目指す

●車1台あたりの重量拡大・・・リサイクル材への需要の高まりとARPRO®の
優位性により市場シェア拡大

●非自動車部品分野への拡販・・・HVAC関連部品などローカル戦略に対応
●ARPRO®の発泡技術と射出成形技術のシナジーを追求し用途拡大・・・欧州を
中心にM＆A推進

スチロダイア®事業※

●販売先との技術連携強化による製品品質の向上と収益性の向上
●徹底したコストダウンによる収益性の改善

事業別方針

※スチロダイア®事業:EPS事業を指します。

2024年3月期 2027年3月期 2024年3月期比

7.5％

6,542百万円

87,294百万円

8.1％

8,600百万円

106,000百万円売上高

営業利益

営業利益率

21.4％

31.5％

0.6ポイント
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それによって生まれた時間をより創造的な活動のために使う
ことができるようになります。

　発泡プラスチック事業は、基本的に「地産地消」のビジネス
です。なぜなら、製品は軽量ながら体積が大きいので、遠隔地
への輸送コストが見合わないからです。ただ、それが故に現地
で生産すれば競争優位に立てることになります。そうした理由から
当社は、世界各地、需要がある場所に「ARPRO®」の生産拠点を
展開しています。
　現在、新たにインドとメキシコで新工場を稼働させる計画です。
インドは24年10月に稼働予定で、主に汎用品の生産を担います。
インド国内の生活水準の向上に伴い、生活資材、とりわけ包装
材等の需要が増えていくことが見込まれます。将来的には
グローバルサウスを中心に市場を開拓していこうと考えています。
また、メキシコでは、北米市場向けに生産能力を拡充すべく、第2
工場を建設します。稼働は2025年第1四半期を予定しており、
自動車分野を中心に非自動車分野の用途拡大も狙っていきます。
さらに、北米エリアに展開した既存の生産拠点の能力増強について
も着実にステップを踏んでいます。

でのベストプラクティスを進めていきます。
　もう一つ、需要が減少している「スチロダイア®」を中心とする
EPS事業の底上げについても、事業本部制による効果を見込んで
います。「ARPRO®」と「スチロダイア®」の需要先が梱包材や
緩衝材、自動車関連など共通していることから、両事業の経験や
知見を掛け合わせ、シナジーを発揮することで、支え合い、補強
し合うことができると考えています。

　当社の発泡ポリプロピレン製品は、高品質、安心・安全性、
確かな納入力など、長きにわたり、世界各国のお客様の信頼を
獲得してきました。この市場価値をさらに高めていくために、
2024年4月、それまで一部地域で併用していた「ピーブロック®」
の製品名を全世界で「ARP RO®」に統一しました。今後は
「ARPRO®」の統一ブランドのもと、多様な機能性と100%リサ
イクル可能な特性を生かし、資源循環型社会の実現に貢献して
いきます。すでに全世界で50%を超える市場シェアがあり、
グローバル市場におけるブランド確立を図ることでさらなる
拡大を目指します。
　具体的には、お客様に優れた品質・性能の製品を提供し、経験
豊富なチームが技術サポートとソリューションを提供するという、
ハードとソフトの両面を包括したブランド価値を構築します。
「ARPRO®」は、お客様の困りごとをお聞きして解決策を提供
する、まさに顧客満足の創造を目指すブランドです。世界の市場
において高価格帯でありながらトップシェアを維持していること。
それがブランド力の証と自負しています。
　また、ブランド統一には実務的なメリットもあります。以前は
「ピーブロック®」と「ARPRO®」では仕様が異なっていたため、
例えば日本で設計した製品を欧州に持っていくとき、材料名変更
の手続きが必要でしたが、図面も統一されるため、余計な手間
やコストが省けます。また、地域間のやり取りもスムーズになり、

グローバルブランド「ARPRO®」の成長を促進

　インド、メキシコの新工場を合わせると世界22拠点の生産体制
になります。生産拠点の拡充は先行投資的な取り組みといえます
が、正しいと判断したことは臆せず踏み込み、JSPグループの成長
を牽引する海外事業の地域的拡大を進めていきたいと考えて
います。

　長期ビジョンで目指すのは、「真のグローバルサプライヤーと
して社会から必要とされる企業」であり、そのためのステップと
して、新中計に掲げた３つの基本コンセプト ①グループ全体の
収益力強化 ②発泡樹脂製品による社会への貢献 ③経営基盤
の強化に向けて注力します。その中でビーズ事業としては、環境
対応が最重要課題であり、事業成長のためのポイントと考えて
います。世界トップクラスの発泡技術を生かし、社会と環境のサス
テナビリティに役立つ革新的な製品とソリューションを積極的に
開発・提供していきます。
　当社グループは、GHG（温室効果ガス）排出プロトコルにおいて、
直接的および間接的に排出されるGHG（Scope1～2）の削減に
加え、Scope3の削減に貢献します。また当社製品の使用により、
お客様や社会全体のGHG排出量削減に貢献できる、いわゆる
Scope4の取り組みが、まさにサステナビリティ視点のアピール
ポイントです。具体的には、断熱材の「ミラフォーム®」は住宅から
出るCO2排出量を軽減し、高機能材「ARPRO®」は自動車の軽量化
に寄与し、走行時のエネルギー消費を削減します。また、梱包材は省
スペースで積載でき、効率的な輸送を支援します。そうした多く
の効果を生むのが当社グループの製品とソリューションです。
　発泡プラスチックは人々の暮らしを支え、社会・経済・環境の
サステナビリティに貢献できる素材です。当社グループはその
価値をさらに磨き上げ、世界中に「WOW！（驚きと感動）」を届けて
いきたいと思います。

インド、メキシコ、世界22拠点の生産体制を拡充

環境対応に注力し、世界に求められる製品を目指す
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